
<日本経済の基調判断>
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(先行き)
・国内民間需要が着実に増加していることから、景気回復が続くと見込まれる。
・一方、原油価格の動向が内外経済に与える影響や世界経済の動向等には留意する
必要がある。
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<政策の基本的態度>

政府は、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００４」の早期具体化に
より、構造改革の取組を加速・拡大する。
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政府は、日本銀行と一体となって、金融・資本市場の安定を目指し、引き続き
強力かつ総合的な取組を行うとともに、集中調整期間終了後におけるデフレか
らの脱却を確実なものとするため、政策努力を更に強化する。
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今月の説明の主な内容

(1)回復持続。一部に弱い動き
ー輸出は弱含み、生産は横ばい

ーアメリカ経済、デジタル家電の動向

(2)内需は堅調
ー雇用の回復

ー地域経済にも徐々に浸透



 

  

 

 

  

 

 

 

景気は、このところ一部に弱い動きはみられるが、回復が続いている
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－民需中心の成長が続く。外需は８期ぶりにマイナス－
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輸出数量の推移
　－輸出はこのところ弱含みで推移－

（備考） １．財務省「貿易統計」による。 (備考) 経済産業省「鉱工業指数」により作成。季節調整値。

２．数値はすべて季節調整値。
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ＩT関連部品(半導体、液晶等)は生産を調整する動き



（備考） 財務省「貿易統計」により作成。
デジタル家電は、薄型テレビ、ＤＶＤレコーダー、デジカメ等

  

デジタル家電の輸出
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－過去３年間の平均の出荷パターン－

デジタルカメラ

ＤＶＤ

薄型テレビ

デジタル家電出荷は年末商戦に期待
(千台)

（備考）
１．ＤＶＤ及び薄型テレビは、電子情報技術産業協会により作成。
２．デジタルカメラは、カメラ映像機器工業会により作成。
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（普及率、％）

国内デジタル家電の普及
－今後もさらなる普及の余地が残されている－

（年（年月）

（備考）内閣府「消費動向調査」により作成。

デジタル家電の動向①

   薄型テレビ
 
   ○購入世帯 (平成16年度経済財政白書、３月時点調査)
          既に購入                          ・・・・・・・4.9％
          今後1年程度以内に購入の予定・・・・5.1％
 
   ○２０１１年には地上デジタル放送への完全移行



（備考）ＳＩＡ（米国半導体工業会）
              予測値は04年9月時点。
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[ シリコンサイクル ]

　急速な技術進歩を遂げる半導体産業における景
気循環で、ほぼ４年のサイクルを持つとされる

[過去の局面]

　94年～95年　インターネットの急速な広がりに対応
して半導体の需要が盛り上がり

　98年～2000年　通信機器等の需要増により、半導
体需要が盛り上がり。その後、ＩＴバブルの崩壊に伴
い、需要が急減

[今回の局面]

　03年以降、ＰＣ、携帯電話、デジタル家電、通信イ
ンフラ、自動車等の幅広い分野での需要が拡大

  製品の多様さゆえに、05年以降の調整の影響は
2001年に比べ軽微とされる



　            輸出はアメリカ経済の影響大

（備考） １．財務省、アメリカ商務省による。

２．季節調整値、輸出数量は前期比、ＧＤＰは年率換算値。

非農業雇用者数
33.7
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(右図備考) 　民間機関は、BLUE CHIP（51社）、CREDIT SUISSE、ＥＩＵ、ＯＥＦ、JP Morgan、  

　Morgan Stanley、東京三菱銀行、野村證券、野村総研、三菱総研、みずほ総研、

　国際金融情報センター。各機関が2004年9～10月にかけての予測。

１．世界数値は22か国/地域の実質ＧＤＰ成長率を2003年の名目ＧＤＰでウエイト

　　付けして算出した。

２．地域別実績値（2003年）は各国統計、予測値は民間機関の見通しの平均値による。

３．アジアは、韓国、台湾、香港、シンガポール、インドネシア、タイ、マレーシア、

　　フィリピン。

　　欧州は、ドイツ、フランス、イタリア、英国。

４．アジア、ヨーロッパ４の実質ＧＤＰ成長率は2003年の名目ＧＤＰで加重平均して算出。

2004年の米国クリスマス商戦の動向

・民間機関の消費動向調査（11月４～７日）

 クリスマス商戦における平均支出予定額（１世帯当たり）
 
          平均７０３ドル  ( 昨年６３６ドル)

 今年の支出予定についての質問に対する回答

　        支出を増やす　　17％
　
          前年並み　　　　　57％
　
          支出を減らす　　 22％

（出所)　ＩＣＳＣ/ＵＢＳ

アメリカ経済②、世界経済の動向

民間機関による世界・主要地域の経済見通し
-2005年も着実な成長が見込まれている-
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国内民間需要は着実に増加

90

95

100

105

110

123456789101112123456789101112123456789101112123456789

01 02 03 04

30

40

50

60

70

（月）
（年）

太線は後方３ヵ月移動平均

（2000年＝100）

     個人消費は緩やかに増加している

消費総合指数

消費者態度指数（右目盛）

（備考）
　１．消費総合指数は、内閣府（経済財政分析担当）で作成。季節調整値。
　２．消費者態度指数は、「消費動向調査」より作成。季節調整値。
　　　３、６、９、12月の値。

       　　設備投資の動向

（備考）１．QE（設備投資）は、内閣府「四半期別GDP速報」より作成。
　　　　　　季調済前期比。
　　　　　　資本財出荷は、経済産業省「経済産業統計」より作成。季調済前期比。
　　　　２. 機械受注は、内閣府「機械受注統計」より作成。季調済前期比。
　　　　　　04年10-12期は見通し。
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( = 賃金 × 雇用者数 )

 ・雇用者数は緩やかな増加傾向

 ・賃金は横ばい

(備考） 1.総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」より作成。

2.季節調整値。 (備考） 1.総務省「労働力調査」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」より作成。

3.シャドー部は景気後退期。 2.実質雇用者所得は、現金給与総額と非農林業雇用者数を掛けあわせた内閣府試算値。

 

 

雇用情勢：厳しさが残るものの、改善している

有効求人倍率：０．８４倍

失業率：４．６％ 雇用者所得は底堅い動き
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(備考） 1.総務省「労働力調査」より作成。 (備考） 1.厚生労働省「毎月勤労統計調査」より作成。

2.年齢計は季節調整値。年齢別の失業率は原数値。 2.調査産業計、事業所規模5人以上、季節調整値。

(備考） 1.厚生労働省「平成16年版労働経済の分析」より。2003年。 (備考） 文部科学省・厚生労働省｢大学等卒業予定者就職内定状況等調査について｣
2.若年層の無業者とは、非労働力人口のうち15～34歳で卒業者かつ未婚であり、通学や家事を行っていない者のこと。  
3.ニート(NEET)とは、「Not in Education, Employment or Training」の略である。

雇用の光と影

このところ、一般労働者は下げ止まり、
パート労働者は頭打ち傾向
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(備考)１．日本銀行「企業物価指数」、総務省「消費者物価指数」により作成。

　　  ２．消費者物価は全国、季節調整済指数。

物価の動向

野菜価格の動向

　

（備考）１．農林水産省「食品価格予察ﾊﾟﾄﾛｰﾙ業務の緊急調査」により作成。
　　　　２．「平年」とは平成11年～15年の５カ年平均。
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　　　企業物価は、原油など素材価格の上昇により上昇
　　　消費者物価は、横ばい

　　　　　　卸売価格は足元で下落傾向

　    ●農林水産省による「緊急野菜供給対策」

　　　●中国、韓国、アメリカからの輸入増加

　　　●台風の被害からの回復による出荷増

　　　　（生育期間の短い「きゅうり」「ほうれんそう」など）

　　　 　台風等の影響により野菜価格が急騰

　　　  ＜11月１日～５日の全国平均小売価格（㎏あたり）＞

　　　レタス 　　　･･･ 平年の約３．４倍 （１，２４４円）

　　　はくさい　　 ･･･       約３．１倍 （　　３９３円）

　　　キャベツ　　 ･･･       約３．０倍 （　　３８３円）

　　　だいこん 　　･･･       約２．６倍 （　　３１２円）

　　　ほうれんそう ･･･       約２．３倍 （１，２７８円）



ａ：力強く回復　ｂ：回復

ｃ：緩やかに回復/改善

ｄ：持ち直し　ｅ：緩やかに持ち直し

ｆ：やや弱含み

件数伸び率 （前年同期比、％）
（備考）内閣府「地域経済動向」（各地域の鉱工業生産、消費、雇用等の指標及び 北海道 東北 関東 東海 北陸 近畿 中国 四国 九州
　　　　各種の情報をもとに、内閣府が四半期に１度各地域の景気動向を取りまとめ）、 70.6 55.1 51.0 23.2 26.7 29.7 12.5 100.0 14.3
　　　　経済産業省「工場立地動向調査」より作成。

景気回復は地域経済にも徐々に浸透しつつある

工場立地は全地域で増加
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-各地域の景気判断（地域経済動向、04年８月）ー
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外側に行くほど
景気が改善 a



 

●公共土木施設の被害額 約１８２１億円 ●上陸した主な台風

   農林水産関係の被害額 約１３０５億円

(新潟県の中間試算より)  ・８月(台風１１号、１５号、１６号) 期間   のべ１０日超

●生産面への影響

・被災地の製造業の約半数は操業回復できず ・９月(台風１８号、２１号) 期間   のべ10日超

    (新潟県工業技術研究所等による調査。被災地の主な製造業者

      217社を対象にした11月4日時点の調査) ・１０月(台風２２号、２３号) 期間   のべ７日程度

 ・日本精機(長岡市 二輪用計器シェア第1位)
     組み立ての主力の高見工場を10月26日に再稼働。ただし
     製造子会社の操業再開が遅れた影響で部品供給に支障。
     これによりホンダが四輪車生産を２日間、ホンダ、ヤマハ発動機、
     川崎重工が二輪車生産を1～4日間停止。 ●経済指標への影響

・新潟三洋電子(小千谷市 半導体製造)     ・鉄鋼業での在庫増。生産、輸出にも影響
      操業停止中。群馬・岐阜県の2工場で一部製品の代替生産を開始。

   ・百貨店や外食産業等では、台風の影響等から客数、売上減少
 ・シャープ新潟電子工業等その他では大きな影響はなし       さらに外食では野菜価格の高騰による収益減
 (新聞情報より)

●景気ウォッチャー調査(10月調査)     ・建設業の活動の停滞による建設投資への影響
・回答者の４．３％が景気の現状判断に、６．９％が先行き判断において、 等

  新潟県中越地震にコメント

自然災害について

新潟県中越地震の影響 相次いだ台風の影響
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